










/\tr' / /.'> ch


































































































図 1‐1 女性労働の弁証法的諸関係 (ソコロフ1987:267)より抜粋
図 2‐1 女性労働の弁証法的諸関係 (ソコロフ1987:267)より抜粋 (再掲)
図2-2 本稿における分析枠組み




図 4‐3 第 1波と第2波の従業上の地位の変化
図4-4 従業上の地位と主婦役割肯定志向の関連















図 8‐1 出生コーホー ト別性別役割分業意識































表 7‐4 2008年夫家事分担割合の規定要因 (女性回答)
表7-5 2003年夫家事分担割合の規定要因 (男性回答)
表 7¨6 2008年夫家事分担割合の規定要因 (男性回答)






















































































































































































































































































































































































ある (ビー チ 1987=1993:137)。
2つ目は、さまざまな社会制度に存在する家父長制の各々の諸形態が究明されなければな
らないということである (ビー チ 1987=1993:138)。
そして最後の課題は、生産と再生産を単一過程の一部分としてうまく統合することがで
きるようなや り方で、またジェンダーの違いが階級構造の編成と不可分であることを明ら
















も説明しないという (ビー チ 1987=1993:120)。
さらに、彼女たちの理論を発展させた革命的フェミニズムは、ジェンダーの相違を、男性と女性の












































































































































































(Kcnrick 1981:189;竹中 989=2012:184)。このことがまさに平成 19年12月18日に策定




















































































てきており (Hout 1988;白波瀬 1999;Jackson et al.2008;Ishida 2010など)、 Acker(1973)による女
性と階層についての仮定の指摘 。批判を受けて以来、女性自身の地位や階層帰属意識に関する研究も
























































































































を行う (Coveman 1985;Ross 1987;Kamo 1988)というものである。これは労働市場におけ
る労働時間が長いほど、家で家事を行わないという説であり、最後が性役割イデオロギー
説である。これは妻が家事に責任をもつべきだという価値観を持っている場合、夫の家事




葉 1998;Nishioka 1998;永井 19 ;松田2004;岩間2008ほか)。 親との同居は、ニーズ仮説
の変数であると同時に、代替資源仮説の変数でもある。代替資源仮説は、世帯内外で夫婦
以外に家事を担当してくれる人間がいれば、男女ともに家事参加が減るという仮説である
(稲葉 1998)。親との同居は、家事の量 (ニー ズ)を増やすこともあれば、親が代わりに家
事を分担してくれることによつて、子世代の家事が減ることもある。相対的資源仮説とし
ては、夫婦の収入格差や学歴が用いられ (Kamo 1994;稲葉 1998;永井 1999;松田2004ほ
か)、 時間的余裕仮説としては、妻の就労形態や夫の帰宅時間などが分析に用いられている










4大きくは relative resources,time availability ideologyであるが、日本で多く取 り上げられる仮説 との








































































































































+――→・ 主要な関係 (~~) 媒介関係



































































































































































第 2回全国家族調査 (NFR「03)および第 3回全国家族調査 (NFRJ08)(日本家族社会学会
全国家族調査委員会)の個票データの提供を受けました。
20.14%、女性 10.61%である。1970年には男性 1.70%、女性 3.34%であった。男女ともに年々上昇 し
ている。
























結婚・出産退職後の再就業要因の分析 (平尾 2005b;富田・脇坂 1999ほか)、 ある時点の
就労の有無を既定する要因の分析 (牛島 1995ほか)に分けられる。
また、女性の就業継続、就業の有無の関連で多くの先行研究において取り上げられてい
る意識といえば′性別役割分業意識である (太郎丸2007;木村 1998;吉川 1998;尾嶋 1998;
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ネル調査 (第4年度)』 1997年,『現代女性の暮らしと働き方―消費生活に関するパネル調査 (第5
年度)』 1998年
7 詳細な内訳は、無職化 :自営家族→無職 (14名)/正規→無職 (H名)/パート→無職 (28名)
/自営家族→無職→パー ト (1名)、 有職化 :無職→正規 (2名)/無職→パー ト (13名)、 その他 :
自営家族→パー ト(2名)/正規→自営家族 (1名)/正規→パー ト(4名)パー ト→自営家族 (3名)





度数    %   有効%
1正規継続    4    2.5   2.5








54       34.0
15      9.4
11         6.9














定した度数分布表が表 3-3である9。 正規継続、パー ト継続、自営家族継続、無職継続が多
くなつている。
表 3-3 82年から5年間の職業経歴パターン
度数    %   有効%
1正規継続    18   12.3   12.5









7      4.8
8      5.5
5     3.4












9詳細な内訳は、無職化 :パー ト→無職 (7人)、 有職化 :無職→正規 (2人)/無職→パー ト(6人)、
その他 :パー ト→自営家族 (4人)/パート→正規 (1人)。 継続型については、5年間同じ従業上の
地位であつたということである。
10 内訳は次のとおりである。正規継続 :初職正規→40歳時正規 (20人)、 パー ト継続 :初職パー ト
→40歳時パー ト(6人)/初職正規→40歳時パー ト (22人)、 自営家族継続 :初職自営家族→40歳時
自営家族 (18人)、 無職化 :初職正規→40歳時無職 (19人)/初職パー ト→40歳時無職 (3人)/初




144       98.6
2      1.4
第3章 既婚女性の職業経歴パターン
表3-4 40歳までの職業経歴パターン





















































































































































1  : 15
1  1 29
1 :77




















































































































































































































対して抵抗を感 じる度合いが低いと就業しやすくなる (高橋 2007)。アメリカにおいては、
女性自身の将来的に働くかどうかについての過去の計画が、学歴や他の家族の収入、末子
の年齢などをコントロールしても、その後実際に働いているか否かに影響を与えていると

















































3 第 1波時点で27～55歳(平均40.979歳、標準偏差 7.301)、第2波時点で52～79歳(平均65.366
歳、標準偏差7.304)である。
4 旧制尋常小学校=6年、旧制高等小学校=8年、旧制高等女学校 。実業学校 。師範学校=11年、旧
制高校 。旧制高専・旧制女子大学=14年、新制中学校=9年、新制高校=12年、新制短大 。新制高
専=14年、新制大学 (大学院含む)=16年。
5 旧制尋常小学校=6年、旧制高等小学校=8年、新制中学校=9年、旧制中学校 。実業学校 。師範
学校=11年、新制高校=12年、旧制高校・高専=14年、新制短大・高専、新制大学 (大学院含む)
=16年、旧制大学 (大学院含む)=17年。





8 第2波の夫従業上の地位、経営者・役員、一般従業者、パー ト・アルバイ ト、派遣、契約、自営、
家族従業者を 1とし、無職、死別を0とするダミー変数を用いる。




第 2波妻従業上の地位 10ヽ第 1波妻の性別役割分業意識とする。妻教育年数は最小値 8年、
最大値 16年、平均値はH.315年、標準偏差2.148であり、夫教育年数は最小値6年、最大
値 17年、平均値はH.858年、標準偏差2.780である。第 1波の夫収入は最小値50万円、最





































































































































項 目 負荷 量
主婦 としての仕事に対 してどのくらい満足 しているか























x2=28.983d.f.=9p=0.000    □o6年正規 □06年パート  国06年自営家族  □06年無職





(2人)、 第 2波にパー ト、自営家族に変化したのは、それぞれ 15.8%(3人)である。第 1
波にパー トであつたものは、31人であるが、パー トから正規に変わっている女性は一人も






































































日06年正規 圏06年パート 国06年自営家族 □06年無職
図4-5第1波従業上の地位・主婦役割肯定志向と第2波の従業上の地位












































































- 443*       .217     .642
1.225    3 107
1.179       1 281    3 251
.261       1.456    1 298
1,751 †      998    5.761
- 298       1.602     .74
1 216       1.519    3 37
-.195       1.479      82
-2 590 1     1.487     .07
-2 298*      1.043     .1







































































































希望する雇用形態で最も割合が高いのは「パー ト・アルバイ ト・契約社員」で 70.2%を占
めている (厚生労働省雇用均等・児童家庭局編 2006)。また、実際にパー トタイマーで就労
する人々が、現在の勤務形態を選んだ理由として、「余暇時間や自分の時間を大切にしたい
1労働力調査 (総務省2010)における雇用形態別の雇用者の構成割合の推移によれば、男性では、1985















の分業意識や職業経歴によつて影響を受けると考える(Mocn ct al.1992;Eldcr and Likcr 1982
ほか)。 このような過去の意識の影響についての分析を行うためには、パネル・データが最
適であるため、本章では 3、 4章と同様に、2時点におけるパネル・データを用いて分析を














































これまで、主観的幸福感 。満足感 。人生満足度の研究は社会学を始め、心理学、医学 (公
衆衛生)などの分野で行われてきた。主観的幸福感の研究の蓄積は数多いが、それは主と
して、主観的幸福感 (suttCCtiVc¨wcllbcing)とは何かを因子構造から把握するもの (たとえ
ば Lawton 1975;和田 1981;藤田1981;前田ほか1989;古谷野ほか 1990)とその規定要
因を探るものに大別される (たとえば Medley 1980;古谷野 1993;平山 。柏木 2005;宍
戸 2007)。主観的幸福感とは、人々が感情・認識として生活 。人生を評価することである。














していることが知られており (古谷野 1993)、健康度や社会経済的地位と社会的活動の 3
つが最も大きな要因である (Larson 1978)。








































































偏差 8.516)である。分析対象となる女性 152人は第 1波時点 (1982年)で27～68歳であ
るが、その時点で就業できる可能性の高いものに限定するため、分析対象を82年時点で55
歳以下のものとする。
分析対象者の概要は表 5…1のとおりである。第 1波調査時の居住地は直井 (1984)によれ
ば、東京23区:108人(25.8%)、横浜りll崎:43人(10.3%)、その他の県庁所在地:33人(7.9%)、






































































7    4.8
26     17 8
12      8 2
10      6.8
22     15 1
4    27
17     11 6
4R     R, 0




















































規従業員)を「正規雇用」、2勤め (パー ト・臨時雇用・アルバイ トなど)および5内職を「パ
ー ト」、3自営業主 。自由業および4家族従業者 (自家営業に従事している)を「自営家族従
業者」、非該当を「無職」とし、第2波調査の従業上の地位が2常時雇用されている一般従業
者を「正規雇用」、3臨時雇用 。パー ト・アルバイ ト、4派遣社員、5契約社員・嘱託、8内職
を「パー ト」、1経営者 (重役)・役員および6自営業主 。自由業主、7家族従業者を「自営家
族従業者」、9学生、lo無職を「無職」としている。



























46    33 8
51    37.5
22    16 2
13     9 6
4   29







18    12 9
20    14.4
45    32.4
8   5.8
7   5.0
41    29 5





18    12 9
28    20 1
45    32 4
















15   10 3








23    16 1
37    25 9
55    38.5
あま り責任 がない                     28    19_6
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正規 型 ×家 事 分担 志 向 高
パー ト型×家事分担志向高
0 875      1 325    1 100
0 036 *   0 016    0 034
0 049     0 052    0 024
0 000     0 000    0 000
0 001 **  0 000    0 001
-0 293     0 298   -0 038
-0 726 **  0 261   -0 087
1 094       1 345
0 035 *     0 016
0 045       0 052
0 000       0 000
0 001 **    0 000
-0 262       0 304
-0 751  **    0 260
1 320
*  0 016
0 054
0 000




























-0 041     0 597















































































































































































































































































































































































葉 1998;Nishioka 1998;永井 19 ;松田2004;岩間2008ほか)。 親との同居は、ニーズ仮説
の変数であると同時に、代替資源仮説の変数でもある。代替資源仮説は、世帯内外で夫婦
以外に家事を担当してくれる人間がいれば、男女ともに家事参加が減るという仮説である
(稲葉 1998)。親との同居は、家事の量 (ニー ズ)を増やすこともあれば、親が代わりに家
事を分担してくれることによつて、子世代の家事が減ることもある。相対的資源仮説とし
ては、夫婦の収入格差や学歴が用いられ (Kamo 199生稲葉 1998;永井 1999;松田2004ほ
か)、 時間的余裕仮説としては、妻の就労形態や夫の帰宅時間などが分析に用いられている
(Kamo 1994;稲葉 1998;永井 1999,2001;松田2004;岩間 2008)。さらにジェンダーイデオ
ロギー仮説として、「男性は外で働き、女性は家を守るべき」という意識を用いたもの (稲











































































































4 主成分得点は付表 6-1のとお りである。




















608            0
615            0
592            0
4.801     6.379
29.204     6.317













60    50.951     6.410
39    18.065     6.733
7     0.621     2.081
18    13.626     2.274
1200   449.886   330.857
1150   174.130   193.517
15     9.997     1.652
1.279     0.101     0.895





























23.5     3.032     4.127
35    29.439     5.644










60    48.063     6.333
34    17.183     6.651
5    -0.676     1.985
18    13.809     2.236
500  -414.205   335.676
1200   176.333   186.743
15     9.960     1.844
1.279    -0.124     1.041









































77     12.5      12.5
354     57 6      70.1
166     27.0      97 1
15      2.4      99.5
3      0.5     100.0
88      13.0      13.0
380      56.0      68 9
182     26.8      95 7
27       4 0      99.7





462     75.1      75.1
153     24 9     100.0
576     93.7      93 7
39      6.3     100.0
612      90 1      90.1
67       9.9     100 0
527     77.6      77.6







235     38.2      38 2
99     16 1      54.3
75     12.2      66.5
181     29.4      95.9
25      4.1     100.0
252     37.3      37.3
105      15.5      52 8
88      13.0      65 8
212      31 4      97.2






136     22.1      22 1
246     40.0      62.1
61      9 9      72.0
172     28.0     100 0
155     22.8      22.8
290      42 7      65.5
71      10 5      76.0














































































-0 230 *   -0 200 *    -0 211  *
-1 050     -1 165      -1 338
19 832 * 22 813  **13 856 *17 912 **   17 880 **
-0 070    -0 103      -0 091
-0 616      -0 480      -0 441
代替資源仮説
夫の母同居ダミー -2 734  1   -2 798 *    -3 010 *       -3 256 **   -3 231  **   -3 125 **





-0 148      -0 168
0 066       0 064


































-0 017      -0 053
-0 239      -0 205





妻正規経営ダミー 2 565       2 261
-1 258      -2 300
1 494       0 875
-0 080       0 206





妻家族ダミー          1287   0864   0379    3H8†
情緒 的サポー ト主成 分 (本人回答 ) -0 047      -0 056 2 207 **2 137 **
7
妻正規 ×性別役割 分業 肯定主成 分










592         592        592
3139 42     3137 85    3136 63
4 590 **   4 405 **    4 136 **
0 089       0 094      0 100
637         637        637
3067 02     3039 00     3037 57
5 338 **    6 744 **    6 163 **























































-0 048  †
-0 032
6 823 **




妻の母同居ダミー        1ー548















-0 252      -0 194
0 260       0 200
-0 001       0 000




























-0 923      -0 835      -0 920
0 785       0 792       0 704
-0 036      -0 020       -0 070
0 129       0 134       0 128
0 174       0 038       0 048
0 793 †    0 651       0 619
夫農業ダミー          2093   2076   2128     0206   0066   0072
妻従業上の地位
0 370       0 119       0 033
-0 771      -0 682       -1 019
-0 272      -0 479      -0 575
0 521       0 385       0 206
-0 123       0 039       0 118
-0 952      -0 864      -0 834
夫婦関係 良好主成分 (本人回答)            0197    0180
性 別役害1今業昔F十成今
`本
人同客)         -0798 **  1022 1
0 944 **























608          608
2237 10     2237 34
**   2 988 **    2 838 **
0 056        0 06
643          643
1767 14      1768 13
5 691  **    5 124 **
















妻 の 母 同 居
旧 対 的 資 源 仮 説




























従属変数 :妻家事頻度 男性 回 答 女 性 回 答




























夫の母同居ダミー 1 485 *    1 493 *     1 557 **




-1 385  †
-0 693









































































0 741喜 蒙 棒 ダ ミー            o4R4







1 372  *
0 551
-1 139
615         615
2208 54     2210 91








670         670
2238 538    2,234 05
7 201 **    6 727 **
0 143       0 152



















以上の結果をまとめると表 6‐7のとおりとなる。tt 67¨は表 6‐6に妻家事頻度の分析結果
をカロえたものである。
表6-7 結果のまとめ②
夫相 対 的割 合 夫家 事 頻 度 妻家事頻度
男性 回 答 女性 回 答 男性 回答 :女性 回 答 男IF回答 な伴同客
ニー ズ 仮 説
末 子 年 齢
子 ど もの数
代替 省 源 仮 説
夫 の母 同居
妻 の 母 同居
贈支1的瞥 源 仮 説
本 人 と配 偶者 の 教 育 年数 差
夫教 育 年 数
本 人 と配 偶者 の収 入 差 +
妻年 収
時間 制 約 仮 説




販 売 サ ー ビス
技 能 労 務
農 業







正 規 ×性 別役 割 分 業 主成 分
ペー ト×性別役割分業主成分
















































































ク ロンバ ック α=0735
付表6-2 情緒的サポー ト主成分
情緒的サポー ト主成分 (男性 )
情緒的サポー ト主成分
(ア)配偶者は、わた しの心配 ごとや悩み ごとを聞いてくれる
(イ)配偶者は、わた しの能力や努力を高 く評価 して くれ る









情緒的サポー ト主成分 (女性 )
情緒的サポー トキ成分
(ア)配偶者は、わた しの心配 ごとや悩み ごとを聞いてくれ る
(イ)配偶者は、わた しの能力や努力を高 く評価 してくれる














































































ない。したがって、分析対象者は、2003年男性 H30人(平均年齢 45。217歳、標準偏差 9.081)、
2003年女性 1297人(平均年齢 42.733歳、標準偏差 8.325)、2008年男性 985人(平均年齢







ど)」 は、に対する回答「ほぼ毎日」に7点、「週に 4～5」 回に4.5点、「週に2～3回」に


















































1130       28       60  45.217    9.081
1130        0      100  10.562   14.764
1130        0     1200 583.358  257 992
1130        0     1200 145 527  186 723
1130        0        17   10 310     1.952






性 剛I得害‖今 業 音 許
985       28       60  45.863    9.214
985        0      100  13.411    15.270
985        0     1200 585.878  260 641
985        0     1150 158 680  184.549
985        1     16 5  10.220    1.812
985   -2 327    1.519   0.000    1.000





枠 剛1籍割 小 輩 音 識
60  42.733    8.325
100   8.113   12.235
1200 137.525  173 897
1200 579 227  262.618
17  10 432    2.025
1.925   0.000    1_000
287       28
287        0
287        
287        
287        0






性 剛1得割 合 業 音 識
030       28       60  43.546    8.399
030        0  92.424    9.974   12 160
030        0     1200 164 563  184.007
030      100     1200 566 490  265.027
030        0       17  10 287    1.901



























,す番i   ハ゜―セント
女性2008
,す場を  ハ゜―セント
104    9.2
328  29.0
195   17.3
191   16.9
120   10.6
87   7.7
105    9.3
99  10.1
274  27.8
146   14.8
178   18.1
105   10.7
36    3.7
147  14.9
85   6 6
409  31.8
235   18 3
220  17.1
146   11 3
88   6.8
104    8.1
83   8.1




42   4.1
125  12.1























庭Ftti   ハ゜―セント
女性2008
月テ番女  ハ゜―セント
104   9.2
203   18.0
563  49.8
224   19.8
29   2.6
7  0.6




24   2.4
3  0.3
1  0.1








83   8.1
187  18.2
486  47.2
235   22.8
34   3.3
3  03
2  02









展Ftti   ハ゜ ―セント
2008女性
民テ番立   ハ゜ ―セント
889  78 7
,41   ,l R
766  77 8
,10  ,, ,
1202   93.4
RA   6 6
927  90.0
10R  10 0





底F番支   ハ゜―セント
2008男性
店 挙●   ハ ―゜ヤッ
2003女性
,す番i   ハ゜ ―セント
2008女性
′す番i   ハ゜ ―セント
1044  92.4
RA   7 ^
914  92.8
71     7_ 2
1036  80.5
,■1   19 R
806   78.3
,,4   ,1 7










庭F拳ケ  ハ゜ ―ヤット
2003女性
展テ番立   ハ゜―セント
2008女性
民F番立   ハ゜ ―セント
77   6.8
466  41.2
162   14.3
395   35.0
RO    , 7
48   4 9
4 2  42 8
124  12.6
353  35.8
RR    R O
48   3.7
563  43.7
507  39.4
166   12.9
R    O ,
27   2.6
438   42.5
410  39.8
144  14.0
11    1 1








崖F券ケ   ハ゜―ヤッ
2008男性
,す巻立  ハ゜ ―ヤント
2003女性
層五番女   ハ゜―セント
2008女性
月芝な文  ハ゜―セント
49    4.3
550  48.7
387  34.2
135   11.9
9  08
36    3.7
441   44.8
357  36.2
139  14.1
12    1 2
77    6 0
513   39.9
201  15.6
445   34.6
51   4.0
39   3.8
398   38 6
157   15.2
392   38.1
44   4 R
















,雪番i   ハ゜―セント
345  30.5
244  21 6
155   13.7
372   32 9
350   35 5
172   17.5
130  13 2
306   31.1
,7   , 7
433    33 6
260    20.2
152    11.8
426    33.1
16      1 ,
357   34.7
194   18.8
132    12.8
324   31 5
23    2.2









展ア番i  ハ゜ ―セント
2003女性





110   9 7
4RR   RR R
215  21.8
350   35.5
8    7.9
342   34.7
239   18.6
393    30.5
137   10.6
518    40.2
221   21.5
393   38.2
91    8.8
3 5   31 6
合 計 130 100.0985  100.01287   100.01030  100 0


















層Ftti   ハ゜一セント
51   4.5
27   2.4
59   5 2





132   11.7
80   7 1
50    5.1
25   2.5
45    4.6
80    8.1
93    9.4
134   13.6
208  21.1
160  16.2
109  11 1
81    8.2
90     7 0
60    4.7
106    8.2
129   10.0
195    15.2
202    15.7
239   18.6
135   10.5
95    7.4
36    2.8
81    7.9
36    3.5
64    6 2
111    10.8
123    11.9
163    15.8
204   19.8
144   14.0
74    7.2
30    , 9
合 計 1130 100.0985  100.01287   100.01030  100_0
第7章 女性の労働市場への進出は家事分担を平等化するのか?
7.4 分析












































































































































































































図 7¨4 妻従業上の地位別夫家事分担割合 (男性回答)
次に、重回帰分析を用いて、夫婦の家事分担の規定要因を分析 していこう。従属変数は
夫の相対的な家事分担割合である。モデル Iにはコン トロール変数 と妻の従業上の地位を
投入 し、モデルⅡにはモデル Iに性別役割分業意識を投入 し、最後にモデルⅢには、さら







2003年女性回答 モデル I モデルⅡ モデルⅢ






























































































性別役割分業意識 (高いほど分業肯定) -0.080 -0.031
性別役割分業意識 ×妻正規ダミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダ ミー

































































義理母 同居 ダ ミー






















































































性別役割分業意識 (高いほど分業肯定 ) -0.936 *1.014
性別役割分業意識 ×妻正規 ダ ミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダ ミ
性 別役害1今業音識 ×妻 自営家族 ダ
-3.663
-―                                   -2.618












5003.566    4993.584




















































2   1   o   1   2
性層役割分彙な出



























































































































































































































自分の母 同居 ダ ミー




























































性別役割分業意識 (高いほど分業肯定) -1.660 **-0.995
性別役割分業意識 ×妻正規ダミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダミー































































































































































































































第1主成分第2主成分変数                                            








0.293   0.718






























82年主婦役   82年夫婦間平  06年性別役
割肯定因子   等志向因子   割分業意識
82年主婦役割肯定因子
N































82年主婦役  82年夫婦間平  06年性別役
割肯定因子  等志向因子 割分業意識
年齢
N












































































8  0 704   1 096
15  0 297   1 012
19  0 126   1 060
36  0.046   1 063
25 -0.254   0 752
27 -0.065   1 037
15 -0 455   0.837
性別役 分業意識
N  平 準 偏
145 -0 006
-0.040   0 968
0.385
0 078   1 017
-0 004   0 975
-0 142   1 069
146  0 000
0.115   1 121
0.046   0 971
7   0.863
145  0.010   0.996
0 017   0 986
0 046   0 946






132  0 012
7
0.031   1 063
-0.168   0.840
0 261   1.038






















9   0 793   0 448
16   0 274   1 091
18   0 091   1 111
34  -0 027   0 874
26  -0 494   1 251
28   0 057   0 758
9  -0 015    1 176
16   0 350    0 857
18   0 002     1.025
34   0 151     1 035
26   0 033     1 158
28  -0 323    0 821
145   0 004   1 002
2 365  *
145   0.001     1 0 3
48   0.129   1.011
74  -0.022    1.050
48  -0 081    0.930
74  -  051     1.052
146   0 000    1 000
42  -0 027   1 013
68   0 054   0 967
42  -0 098    0 998
68   0.025    0 987
145   0 004   1.002145   0.006    1 001
事務・販売
マニュアル
26  -0.224   1.088
24  -0.022   1 015
48  -0.092   0 980
26  -0 052     1.060
24  -0 139    1.139
48  -  139    0 897
13   0 607    0_
111  -0 031    1 00911  -0 031    1 010
94   0 071    1.032
20  -0 033   0.852
94   0.022    0 907
2   -0 238     1 263
133   0 040    1.009
98   0 080   1 011
31  -0 019   1 011
98   0 042    0 989
3  -0.097     1 009






















N  平 均 値 標 準 偏 井
,2年夫婦間平等志向因子
N  平 均 値  標 準 偏 ≠
年性別役割分業意識






20  -0 417   0.787
38  -0 183   1 059
46   0 219   1 020
42   0 125   0 955
146   0 000   1 000
2 621
20 -0.066   1 227
37 -0 319   0 948
48  0 125   0 996
41  0 175   0 888
146  0 000   1.000
32年主婦役割肯定因子
N  平 均 値 標 準 偏 洋
32年夫婦間平等志向因子
N  平 均 値  標 進 偏 葬
年性別役割分業意識







5  -0 316   0 814
17  -0 373   0 864
87   0 106   1 027
37  -0 035   0 998








5 -0 555   0 980
17 -0 263   0 884
88  0 192   1 006
36 -0 267   0 957

















































0.046   0.466











0.264   0.017
0.223   0.012





























学歴や夫学歴、夫の職業を投入 したモデルを作成 したが、これ らの変数は有意でなかった
ので、はず したモデルを提示 している。主婦役割肯定志向に効果があるのは、82年の現職













0.055   0.086





0.271   0.001
0.240   0.763









0.110   0.748





0.349   0.978






0.301   0.235






0.253   0。902


























0.280   0.236
0.253   0.317
























































































0.060   0。972







0.271   0.001





0.126   0.933
0.087   0.296
妻両親 との同居ダミー
夫両親 との同居ダミー
0.403   0.981







0.578   0.059
0.341   0.428









0.326   0.266























0.314   0.307
0.276   0.727





















0.109   0.205












































表 9-1 本論文の構成 (再掲)
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